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１ 所管事務の調査（報告） 

(2) 全庁的な使用料・手数料の見直しについて 

資   料 全庁的な使用料・手数料の見直しについて 

参考資料１ 使用料・手数料の設定基準 

      （平成２６年７月策定・令和元年１１月改定） 

参考資料２ 一般会計における使用料・手数料に係る 

消費税率引上げへの対応 

（令和元年１１月策定） 

令和４年７月２８日 

財 政 局 
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全庁的な使用料・手数料の見直しについて 

 １ これまでの経過等

（１）全庁的な使用料・手数料の見直しについて 

・平成 26年７月に、施設・サービスを利用する方としない方との負担の公平性・公正性を確保

する観点から「使用料・手数料の設定基準」（以下、「設定基準」）を策定

・平成 29 年４月に、設定基準の考え方に基づき、全庁的な使用料・手数料の見直しを実施

（条例改正議案について、平成 28 年第３回市議会定例会に上程） 

・設定基準においては、概ね４年ごとに、原価計算に基づく使用料・手数料の見直しを行うこと

としており、本来であれば、令和３年４月に見直しを予定

・令和２年７月に、新型コロナウイルス感染症に伴う社会経済状況の変化による市民生活への

影響を踏まえ、「１年以上の延期」をすることとし、総務委員会に報告 

・令和３年７月に、令和４年４月の見直しを実施しないことについて、全議員に情報提供 

（２）使用料・手数料に係る消費税の扱いについて 

・消費税については、これまで、消費税法上の特例が設けられている一般会計においては、施設

利用者等への配慮などから、公の施設の使用料等に、消費税の負担の転嫁を行っていない

・この対応は、施設やサービスを利用しない市民が、施設利用者等が負担すべき消費税の負担を

「市税」により負ってきたことを意味しており、受益と負担の適正化が図られていない状況 

・令和元年 11 月に、「一般会計における使用料・手数料に係る消費税率引上げへの対応」を策定

し、一般会計においても、「消費税の負担」を施設利用者等に適切に転嫁することとし、総務

委員会に報告 

資 料 

■図表１ 平成 29年４月の見直しにより改定した使用料・手数料 

 ２ 現在の状況  

・新型コロナウイルス感染症の影響による行動制限が緩和され、通常に近い社会経済活動の再

開を図っている 

・使用料・手数料の原価については、前回の見直しから５年以上経過し、利用者数の推移など

の施設の運営状況、物価の変動等により変わってきている

・令和元年 10 月の消費税率引上げにあわせた消費税相当分の料金引上げがこれまで行われて

いないため、施設やサービスを利用しない市民が、施設利用者等が負担すべき消費税の負担

を、「市税」により負っている

◇利用する方としない方との負担の公平性・公正性を確保するため、見直しを実施 

◇見直しの時期にあわせて、更なる「受益と負担の適正化」として、消費税率引上げによ

る負担を転嫁 

 ３ 見直しに向けた取組

（１）見直しのポイント 

  ア 本体価格の見直し 

・原価の算定に当たっては、直近年度の決算を採用することが望ましい 

・令和元年度末から、新型コロナウイルス感染症の影響による利用休止等がある 

イ 消費税の負担の転嫁 

・令和元年 10月の消費税率引上げ 

にあわせた消費税相当分の料金 

引上げがこれまで行われていない 

◇新型コロナウイルス感染症の影響がない平成 30 年度を最終年度とする平成 27～30 年度

の決算額（税抜）をベースとした原価計算に基づき、本体価格の見直しを行う 

◇本体価格に対して、消費税

率 10％を乗じることで、消

費税の負担の転嫁を行う 

■図表２ 消費税率引上げ分の負担転嫁のイメージ 

施設利用者
等の負担

本体価格33

消費税
185消費税

148
消費税
181

本体価格
1,852

本体価格
1,852

本体価格
1,819

施設を利用していない市民
の負担

現行料金　2,000 現行料金　2,000 見直し後の料金　2,037

令和元年10月以降 令和５年４月以降

【消費税率８％】 【消費税率１０％】 【消費税率１０％】

【使用料】 【手数料】

1 とどろきアリーナ 1.1倍の値上げ 1
ごみの処理
（事業系一般廃棄物処理）

1.25倍の値上げ

2 スポーツセンター 1.1倍の値上げ 2 し尿の処理 1.5倍の値上げ

3 石川記念武道館 1.1倍の値上げ 3 浄化槽等の清掃 1.5倍の値上げ

4 生活文化会館 0.8倍の値下げ 4 汚泥の処理 1.5倍の値上げ

5 余熱利用市民施設 1.1倍の値上げ 5 犬、猫等の死体の処理 1.5倍の値上げ

6 教育文化会館・市民館等 1.1倍の値上げ 6
可燃性固形物の処理
（産業廃棄物処理）

1.5倍の値上げ

7
不燃性固形物の処理
（産業廃棄物処理）

1.5倍の値上げ

8 建築計画概要書の写しの交付 新規
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（２）見直しの方法 

  ア 標準的受益者負担割合と大きな乖離がある使用料・手数料の改定 

・「（１）・ア」の原価計算に基づき算出した使用料・手数料の受益者負担割合と、標準的受

益者負担割合を比較し（別紙１・手数料は標準的受益者負担割合 100％）、その結果、大

きな乖離がある使用料・手数料については改定を行う（図表３）  

・この場合において、現在の受益者負担割合の算定の対象としている収入や支出は年度ご

とに一定幅の変動が見込まれるため、現在の受益者負担割合が、標準的受益者負担割合

と概ね同程度（±２割以内）になっている等の場合には、現行の料金を据え置く

イ 消費税の負担の転嫁による使用料・手数料の改定 

・消費税法上の課税取引については、消費税率 10％の消費税相当分が含まれる 

・「（１）・イ」のとおり、一般会計における使用料・手数料については、令和元年 10 月の

消費税率の引上げにあわせた消費税相当分の料金引上げがこれまで行われていない 

 ５ 今後の主なスケジュール

・令和４年 ７月 28日 総務委員会 

・令和４年 ９月    条例改正議案提出  

・令和４年 10月～    議案成立以降、所管局区において周知・広報を実施 

・令和５年 ４月     条例施行① 

・令和５年 ７月    条例施行②（駆け込み対応等が必要な粗大ごみ処理手数料） 

 ６ 継続した見直しの取組

・受益と負担の適正化に向けて、原価計算による状況把握を行いながら、継続的にコストの縮

減や施設利用者数の増加に取り組み、諸条件を勘案しながら概ね４年に１回の改定を行う  

 ４ 料金改定を行う使用料・手数料（別紙２）

（１）標準的受益者負担割合との乖離が大きく改定する使用料・手数料 

① 使用料：５件 ② 手数料：５件

（２）消費税の負担の転嫁により改定する使用料・手数料 ※(１)分を除く。

① 使用料：30件 ② 手数料：４件 

※国や県、周辺自治体との協定等により料金設定しているものについては、協議等を進め、必

要に応じて速やかに改定を行う 

■図表３ 使用料・手数料の改定のイメージ 

消費税
200

本体価格
2,000

現行料金　2,000 現行料金　2,200

消費税
148

本体価格
1,852

見直し後

【消費税率８％】 【消費税率１０％】

現状

現行料金を

1.1倍に見直した場合

◇消費税の課税取引の使用料・手数料については、消費税率８％時の本体価格に対し消費

税率 10％を乗じ、消費税の負担の転嫁による改定を行う（図表４） 

■図表４ 消費税率引上げ分の負担の転嫁イメージ 

本体価格
1,852

本体価格
1,852

消費税
185

現状 見直し後

【消費税率８％】 【消費税率１０％】

現行料金　2,000 現行料金　2,037

消費税
148

本体価格の

見直しがない場合

◇原則、現在の受益者負担割合が、標準的受益者負担割合から±２割超の乖離がある使用

料・手数料の改定を行う 

（３）見直し後の料金設定 

◇受益者負担割合が、標準的受益者負担割合程度になるよう改定（（２）・アの場合） 

◇現行料金の 110/108（（２）・イの場合）  

◇手数料については、設定基準のとおり改定前の料金の 1.5 倍を超えない額とする 

◇使用料については、公の施設が住民の福祉を増進する目的をもってその利用に供するた

めに設置されているものであることから、受益者負担の適正化を図る一方で、使用料の

増による利用者の減など、利用者への影響を考慮する必要があることから改定前の使用

料の 1.1 倍を超えない額とする 

※現行料金が１円単位であるものについては１円単位で、10 円単位以上であるものについ

ては 10 円単位で改定（10円未満切捨て） 

※周辺自治体の同種・類似の使用料・手数料との均衡を図るなど、調整が必要な場合には

改定額を調整 
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別紙１

公の施設の標準的受益者負担割合

（単位：％）

受益者
負担割合

受益者
負担割合

受益者
負担割合

文化・芸術施設 余暇施設等
藤子・Ｆ・不二雄ミュージアム 70.0 生田緑地ゴルフ場 121.5

コンベンション施設 多摩川緑地バーベキュー場 102.7
コンベンションホール 77.8 釣池 83.4

霊園等
霊園・霊堂 98.0
斎苑（斎場業務） 63.7

自転車等駐車場
自転車等駐車場 97.7

インキュベーション施設
かわさき新産業創造センター 89.8

市民館・会館等 運動施設
生活文化会館 28.7 公園内運動施設 50.8
港湾振興会館 25.7 多摩川緑地パークボール場 50.8
産業振興会館 27.8 とどろきアリーナ 44.1
教育文化会館・市民館等 21.0 スポーツセンター 34.0
総合福祉センター 21.0 石川記念武道館 24.8
男女共同参画センター 24.0 余熱利用市民施設 43.6
平和館 23.2 スポーツ・文化総合センター 50.1
市民プラザ 23.3
国際交流センター 24.0
大山街道ふるさと館 21.8
東海道かわさき宿交流館 22.9
労働会館 25.0

青少年宿泊施設
青少年の家 24.3
八ヶ岳少年自然の家 12.1

斎苑
斎苑（火葬業務） 21.2

青少年活動施設 文化・芸術施設
こども文化センター・わくわくプラザ 0.0 日本民家園 18.1
こども夢パーク 0.0 青少年科学館 20.6
黒川青少年野外活動センター 0.0 岡本太郎美術館 23.4

緑化センター 川崎シンフォニーホール 25.3
緑化センター 0.0 野外音楽堂 32.2

老人活動施設 アートセンター 21.9
老人福祉センター 0.0
老人いこいの家 0.0

（注）表中の受益者負担割合は平成27～30年度決算の平均値
   ・前回見直した、生活文化会館、教育文化会館・市民館等、とどろきアリーナ、スポーツセンター、石川記念武道館、余熱利用市民施設については、見直し後の料金を考慮した決算としている。
   ・スポーツ・文化総合センターについては、供用開始後の平成29・30年度の決算としている。
　 ・コンベンションホールについては、供用開始後の平成30年度の決算としている。

基
礎
的

（
公
共
関
与
の
必
要
性

大

）

C

　公の施設（広く一般市民が利用し、使用料について実質的に決定できる施設）の使用料について、施設の性格や、その施設で提供してい
るサービスの内容に応じて、市場性（縦軸）及び公共関与の必要性（横軸）により9区分の標準的受益者負担割合（0～100%）を設定

市場的（民間同種・類似施設　多）

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

選
択
的

（
公
共
関
与
の
必
要
性

小

）

B B

A A

Ⅰ Ⅱ Ⅲ
非市場的（民間同種・類似施設　少）

C

ＣⅠ 50％程度 ＣⅡ 75％程度 ＣⅢ 100％

ＢⅠ 25％程度 ＢⅡ 50％程度 ＢⅢ 75％程度

ＡⅡ 25％程度 ＡⅢ 50％程度ＡⅠ 0％

見直し

見直し

見直し

見直し
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改定する使用料・手数料

1　標準的受益者負担割合との乖離が大きく改定する使用料・手数料

【使用料】 【単位：千円】

区分 割合
支出
（税抜）

収入
（税抜）

受益者
負担割合

1 日本民家園 ＡⅡ 25% 教育委員会 158,304 28,451 18.1％ 値上げ
・入園料（一般）：500円
・入園料（高校生・大学生・65歳以上）：300円

【三渓園】
・入園料（高校生以上）：700円
【江戸東京たてもの園】
・入園料（一般）：400円

2 野外音楽堂 ＡⅡ 25% 建設緑政局 266 80 32.2％ 値下げ ・野外音楽堂（1回4時間）：7,800円
【代々木公園】
・野外ステージ（1回4時間）：15,800円

3 八ヶ岳少年自然の家 ＢⅠ 25% 教育委員会 85,193 9,578 12.1％ 値上げ
・宿泊利用料（小学生）（1人1泊）：300円
・宿泊利用料（中学生）（1人1泊）：400円

【多摩市立八ヶ岳少年自然の家】
・宿泊利用料（小・中学生）（1人1泊）：610円
【調布市八ヶ岳少年自然の家】
・宿泊利用料（小・中学生）（1人1泊）：300円

4 スポーツセンター ＢⅡ 50% 市民文化局 586,334 199,479 34.0％ 値上げ
・大体育室（平日・全日・入場料無）：31,240円
・トレーニング室（18歳以上・学生除く）3時間まで220円

【横浜市港北スポーツセンター】
・第1体育室（平日・全日・入場料無）：20,000円
・トレーニング室（高校生以上）3時間まで300円
【大森スポーツセンター】
・競技場（平日・全日・入場料無）：64,800円
・トレーニング室（15歳以上）2時間まで330円

5 石川記念武道館 ＢⅡ 50% 市民文化局 18,864 4,674 24.8％ 値上げ
・柔道場、剣道場専用利用料（平日・全日）：8,250円
・個人利用料（小学生以上18歳未満及び学生）3時間まで
110円

【横浜武道館】
・武道場専用利用料（練習・平日・全日）：9,350円
・個人利用料（中学生以下）2時間まで330円
【千葉市武道館】
・柔道・剣道・弓道専用利用料（平日・全日）：8,830円
・個人利用料（中・高校生）2時間まで100円

【手数料】 【単位：千円】

支出
（税抜）

収入
（税抜）

受益者
負担割合

1 粗大ごみの処理 環境局 758,307 404,478 53.4％ 値上げ

・30ｃｍ以上50cm未満：200円
・50cm以上180cm未満・180cm以上幅で10cm未満：500円
・180cm以上で幅10cm以上：1,000円
（参考）布団、いすなどの主要15品目の平均：427円

【政令市平均】
（参考）布団、いすなどの主要15品目の平均：509円

2 し尿の処理 環境局 107,650 42,715 39.7％ 値上げ
・1回に収集したし尿180Lまで3,000円
（180Lを超える場合については90Lまでごとに1,500円）

【横浜市】
・1基当たり3,000円
【政令市平均】
・4,788円

3 浄化槽等の清掃 環境局 268,034 58,415 21.8％ 値上げ
・浄化槽容積1.5m3まで6,450円

（1.5m3を超えるものについては1m3までごとに3,150円）

【相模原市】
・浄化槽容積1.5m3まで12,180円
【政令市平均】
・22,380円

4 汚泥の処理 環境局 206,601 29,169 14.1％ 値上げ
・合併浄化槽1m3までごとに2,100円

・汚水排水槽1m3までごとに2,550円

【政令市平均（本市推計）】

・合併浄化槽1m3までごとに7,273円

・汚水排水槽1m3までごとに8,840円

5 不燃性固形物の処理 環境局 93,237 54,966 55.4％ 値上げ ・7.5円/kg

【横浜市】
・13円/kg（安定型産業廃棄物）
【政令市平均】
・22円/kg

※標準的な受益者負担割合と現状で大きな乖離がある場合でも、「地方公共団体の手数料の標準に関する政令」の定めがあるもの等については、大きな乖離を理由とした改定を行わない。

※前回見直した、使用料NO.4・5、手数料No.2～5については見直し後の使用料・手数料を考慮した受益者負担割合となっている。

※利用料金制を採っている指定管理者制度導入施設については、条例等に定める上限額の改定を行う。利用料金については市との協議を経て指定管理者が設定する。

100％

平成27-30年度決算の平均

100％

標準的受益者
負担割合

100％

100％

100％

標準的受益者負担

NO. 名称 所管局

NO. 名称 所管局 現行条例の主な使用料 同種・類似の使用料

現行条例の主な手数料 同種・類似の手数料

改定内容
（1.1倍を超えない範囲）

平成27-30年度決算の平均

改定内容
（1.5倍を超えない範囲）

別紙２
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2　消費税の負担の転嫁により改定する使用料・手数料（現行料金の110/108）

【使用料】 【手数料】

NO.
名称

（現行条例の主な使用料）
所管局 NO.

名称
（現行条例の主な使用料）

所管局 NO.
名称

（現行条例の主な使用料）
所管局 NO.

名称
（現行条例の主な手数料）

所管局

1 青少年科学館
（模写・模造：1,000円）

教育委員会 11 平和館
（第1会議室（平日・午前）：700円）

市民文化局 21 藤子・Ｆ・不二雄ミュージアム
（入館料（大人）：1,000円）

市民文化局 1 衛生試験検査
(検査(ウイルス・複雑なもの)：13,000円/件)

健康福祉局

2 岡本太郎美術館
（模写・模造：1,000円）

市民文化局 12 市民プラザ
（ホール（平日・午前）：9,500円）

市民文化局 22 コンベンションホール
（ホールA一般利用（午前）：94,370円）

経済労働局 2 緑ヶ丘霊園公園墓地管理
（一般墓所管理料：700円/㎡）

建設緑政局

3 川崎シンフォニーホール
（音楽ホール（平日・全日）：1,120,000円）

市民文化局 13 国際交流センター
（ホール（平日・午前）：3,700円）

市民文化局 23 釣池
（釣池利用料（15歳以上）：750円）

建設緑政局 3 早野聖地公園墓地管理
（一般墓所管理料：700円/㎡）

建設緑政局

4 アートセンター
（小劇場（平日・全日）：70,000円）

市民文化局 14 大山街道ふるさと館
（イベントホール（平日・午前）：1,900円）

市民文化局 24 霊園・霊堂
（霊堂使用料：32,000円/体）

建設緑政局 4 有縁合葬型墓所管理
（合葬型墓所管理料：30,000円/体）

建設緑政局

5 生活文化会館
（ホール（全日）：17,600円）

経済労働局 15 東海道かわさき宿交流館
（第1集会室（平日・午前）：1,200円）

市民文化局 25
かわさき新産業創造センター
（新事業事務室（15㎡以上）1月1㎡まで
ごとに3,500円）

経済労働局

6 港湾振興会館
(ビーチバレー場(1面・1回1時間)：600円)

港湾局 16
青少年の家
（宿泊利用料（高等学校に在学する者）
（1泊）：800円）

教育委員会 26 地域交流センター
（ホール（かわさき）（午前）：4,500円）

健康福祉局

7 産業振興会館
（ホール（全日）：30,000円）

経済労働局 17
公園内運動施設
（陸上競技場（専用）（1箇所・1回4時間）：
26,000円）

建設緑政局 27 公園内行為使用料
（行商（1日）：1,000円）

建設緑政局

8 教育文化会館・市民館等
（多摩市民館大ホール（午前）：7,260円）

教育委員会 18
とどろきアリーナ
（メインアリーナ(アマ・平日・全日・入場料
無)：69,300円）

市民文化局 28 港湾環境整備施設
（行商（1日）：1,000円）

港湾局

9 総合福祉センター
（ホール（全日）：39,600円）

健康福祉局 19
スポーツ・文化総合センター
（大体育室（アマ・平日・全日・入場料
無）：41,000円）

市民文化局 29
水域占用料及び土砂採取料
（水域占用料（係留施設等）1月1㎡まで
ごとに47円）

港湾局

10 男女共同参画センター
（会議室（平日・午前）：1,700円）

市民文化局 20 余熱利用市民施設
（大会議室（全日）：9,350円）

環境局 30 学校開放使用料
(土橋小・多目的ホール(全日)：11,220円)

教育委員会

※「地方公共団体の手数料の標準に関する政令」の定めがあるもの等については改定を行わない。

※利用料金制を採っている指定管理者制度導入施設については、条例等に定める上限額の改定を行う。利用料金については市との協議を経て指定管理者が設定する。

※NO.28の港湾環境整備施設以外の港湾に係る使用料等については、東京港、横浜港と統一料金を採用している使用料もあることから、他港の動向を踏まえて改定する。
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